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はじめに

　新聞紙上にAI という言葉が載らない日はない、と言っていい
ほどAI への注目が高まっている。これまで何度かのAI ブーム
があったが、今回の注目もバブルで終わることになるのだろうか。
その答えはイエスでもありノーでもある。
　イエスの部分について言えば、世界的な金余りの中で投資資金
が先進的な技術やベンチャーを探しており、AI が格好のター
ゲットになっている。好調さを維持し続けている世界経済がある
程度鎮静化すれば、バブっていた投資資金やそれを煽り立ててい
たムードはなくなる。
　ノーの面について言えば、まず技術的な裏付けがある。本書で
も述べているように、昨今注目されているAI 技術のほとんどは
過去からの研究開発の流れの中にある。そのリアリティを高めた
のはコンピュータの飛躍的な進歩である。もう一つは、社会に受
け入れられる価格でAI を搭載した商品を市場投入できるだけ、
IT産業の裾野が広がってきたことである。社会的なニーズもあ
る。人手不足は先進国から新興国にも広がり、経営側でも現場で
も省力化が求められるようになっている。また、インターネット
上のサービスやスマートフォンの普及でコンピュータによるサー
ビスへのアレルギーがなくなった。
　これらを合わせると、昨今のAI ブーム、無理をして尖った一
部分はなくなるだろうが、かなりの部分が世の中に浸透していく
と考えられる。その時、AI の普及が期待される分野の一つが自
治体業務である。技術面では現在でも実装可能なシステムで解決
できる業務が多い。自治体経営の面で見ると、苦しい財政状況の
中で効率化が不可避になっている、熟練の職員の大量退職が迫り
彼らのノウハウ継承のための具体的な手段が求められている、民
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間との人材獲得競争が厳しい、高齢化やグローバル化などでキメ
の細かい対応に人手を割けなくなっている、等々AI を歓迎する
理由が多い。

　本書はこうした理解に基づき、自治体業務へのAI 導入の可能
性と影響について論じている。第 1章ではAI の基本的な構造と
これまでの政策の流れを整理した。その上で、第 2章ではAI 導
入に向けた先行的実証や検討の事例をまとめ、第 3章では自治体
の主要な業務へのAI の導入可能性と影響を検討した。さらに、
第 4章ではいくつかの業務を分析することにより、自治体の中で
どのような仕事が減り、どのような仕事が増えるかを検討した。
以上を踏まえ、第 5章では技術、制度、仕事等の面からAI 時代
への対処を述べている。本書が自治体へのAI 導入とAI 時代に
おける働き方や自治体経営の検討の一助となることがあれば筆者
として大きな喜びである。
　本書は企画段階から学陽書房の川原正信氏にお世話になった。
川原氏とは PFI 導入期の頃から20年近いお付き合いである。日
頃のご支援に対して心より御礼申し上げる。本書は、株式会社日
本総合研究所創発戦略センターの井上岳一さん、木通秀樹さんと
の共同執筆である。多忙の中、様々な検討、執筆に当たっていた
だいたことに感謝申し上げる。最後に、筆者の日頃の活動にご支
援をいただいている株式会社日本総合研究所に深く御礼申し上げ
る。

　2018年　晩秋
井熊　均
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定型的な事務業務 
―RPA の普及で効率化進む

オフィスワークの生産性向上で注目されるRPA
　労働力人口が減少する中、競争力を維持するには生産性を向上
するしかない。オフィスワーカーの生産性向上ツールとして注目
が集まっているのが、RPA（Robotics Process Automation：ロボッ

トによる業務自動化）である。
　RPA は単純なオフィス業務を自動化するシステムで、データ
収集、入力、加工、集計、保存といった定型的なパソコン端末操
作をロボットが代行する。「ロボット」とは呼ばれてはいるが、
ソフトウェアである。エクセルのマクロファイルのように、人が
定義したルールに従って、アプリやソフトを自動で操作し、反復
処理する。作業時間が大幅に短縮できるだけでなく、人為的なミ
スがなくなり、業務の品質向上も期待できる。
　RPA は、システムを組むほどではないため仕方なく人力に頼っ
てきた単純な業務の自動化を可能にした。歓迎したのは金融機関
や保険会社のような単純な事務処理の多い企業だ。RPA に「日生
ロボ美」という愛称をつけ、辞令まで交付するなど、RPA を社員
扱いしていることで話題となった日本生命は、2010年に検討を開
始し、2014年12月に最初の RPA を導入した。
　日本生命が最初に RPA を導入した業務は、銀行が代理店と
なって保険商品を販売する銀行窓販での契約者情報の登録・変更
作業だ。銀行窓販は成長が見込まれていた営業チャネルだったが、
担当する金融法人契約部は他部署に比べてスタッフ数が少ないた
め、本格的なシステム構築は行わず、保険加入者から送られてく
る書面をスタッフが 1 件ずつ手入力をしていた。これを RPA に

1
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より自動化した。
　当初 2 台の PC から始まった RPA は、2018年 ３ 月末現在では
６ 台に拡大し、対象業務も2６業務に増えた。RPA 導入に当たっ
て、契約者情報を自動で読み取れるように書類のフォーマットや
業務フローの見直しを行うなどの作業が必要となったが、入力ミ
スがないよう二重体制で行っていたチェック作業が不要になるな
どの効果が得られた。その結果、 ６ 台の PC が行う業務量は20人
分の働きに相当するようになったと言う。

＊
　RPA には三つの段階がある。第一段階（Class1）は、定義され
たルールに従って自動処理するだけの狭義の RPA であり、定型
化された作業の自動化しかできず例外対応はできない。なお、
Classl の RPA は AI と呼ばれていない。
　第二段階より上位の RPA には AI が用いられる。第二段階

（Class2）ではディープラーニングや自然言語処理、テキストマイ
ニングといった AI を組み合わせ、音声など電子データ化されて
いない非構造化情報にも対応することで、非定型業務の一部自動
化を可能にする。さらに高度な AI を用いることで、作業の自動
化のみならず、プロセスの分析・改善や意思決定まで含めた、高
度な自律化を可能とするのが第三段階（Class３）である。
　Class2、Class３は 広 義 に は RPA で あ る が、Class2に は EPA

（Enhanced Process Automation）、また Class３には CA（Cognitive 

Automation）と別の呼び名もつけられている。日本生命が導入し
た Class1の RPA では、スタッフが例外処理を行っている。AI
を導入してさらなる自動化を行うかは今後の検討だという。
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RPAで自動化できる自治体業務
　自治体には定型的な事務業務が多いから、Class1の RPA が導
入できれば大きな威力を発揮するはずだ。そのため、金融機関等
を中心に RPA が導入され RPA への関心が高まった2017年頃から、
自治体にも RPA の導入が提案されるようになった。日本 RPA
協会は、2017年11月、「RPA 自治体支援プログラム」を発表して、
自治体への RPA 導入の支援を開始している。その影響もあって
か、2018年度になって実際に RPA の導入を宣言する自治体が現
れ始めた。
　先鞭をつけたのは茨城県つくば市である。2018年 ５ 月、つくば
市は、「自治体で全国初：RPA で働き方改革。対象業務で約 8 割
の時間削減」というタイトルのリリースを打った。2018年 1 月〜
4 月に NTT データ、クニエ、日本電子計算と行った共同研究の
成果を発表したもので、市民税課の ５ 業務（新規事業者登録や電
子申告の印刷作業等）と市民窓口課の 1 業務（異動届受理通知業
務）の全 ６ 業務（図表 ３ - 1 ）で ３ ヶ月間 RPA を使用したところ、
労働時間を約 8 割削減できたという。職員からも、「入力・確認
作業の負荷を軽減できた」「単純な事務作業に使っていた時間を
他の業務に回せるようになった」など、評判は上々だそうだ。こ
の研究成果を踏まえ、つくば市は2018年度中に RPA を導入する
考えだ。
　つくば市では、上記の ６ 業務を選定するに当たって、全庁職員
に対して業務量削減のニーズを把握するためのアンケートを行っ
ている。「膨大な業務量により時間がかかる業務」をヒアリング
した結果、削減対象となる業務は以下のように類型化された。

1 ．入力・登録作業  
システム上にデータを入力、登録する作業全般

2 ．資料作成作業  
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庁内または庁外向け説明資料、発表資料等の作成作業全般
３ ．確認・照合作業  

システム上の入力、登録結果や出力、印刷結果の確認作業
全般

4 ．集計・計算作業  
システム上から出力した結果や、該当データに関する集
計・計算作業全般

５ ．検索・照会作業  
システム上の該当データの検索、照会をする作業全般

６ ．整理・仕訳作業  
受付した申請書等の該当データや印刷物の発送前の整理、
仕訳作業全般

図表 3 - 1 　つくば市でRPA導入の研究対象となった業務

出所 ：『RPA を活用した定型的で膨大な業務プロセスの自動化共同研究実績報告書』（つく
ば市・NTT データグループ、2018年 ５ 月）P. 18の表を転載
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7 ．出力・印刷作業  
システム上から、該当データの出力、印刷作業全般

8 ．加工・整形作業  
出力データや入力データの加工、修正作業全般

９ ．調整・検討作業  
入力、出力データに関する各種関係先との確認、承認を含
めた連絡、調整作業全般

　以上のうち、「RPA 導入による効果が期待できる可能性が高い
業務」とされたのは、「1. 入力・登録作業」と「３. 確認・照合作
業」で、「内容次第で RPA には適用による効果が期待できる可
能性がある業務」とされたのが、「4. 集計・計算作業」「５. 検索・
照会作業」「7. 出力・印刷作業」「8. 加工・整形作業」である。そ
して、これらの作業にかかっている件数と処理時間が多い課室を
処理時間の多い順に並べると、市民窓口課（９4,000件、９,024時
間）、介護保険課（4６,３00件、６,５５0時間）、消防指令課（９1,000
件、4,000時間）、国民健康保険課（28,0５６件、2,411時間）、人事
課（10,200件、2,2６8時間）、財政課（10,28５件、1,３00時間）、資
産税課（2９,800件、1,３00時間）であった（件数が10,000件以上
で、かつ、処理時間1,000時間以上の業務を抱える課室のみ列挙）。
　自治体によって作業の名称や内容は異なるだろうが、住民窓口、
介護保険、消防、国民健康保険、人事、財政、税務を担当する課
室は、潜在的に RPA に適合する作業が多く、RPA により削減で
きる業務時間が多い部署と言えそうだ。
　つくば市の場合、研究期間である 1 月から ３ 月がちょうど繁忙
期に当たる市民税課を導入実験の研究対象とすることが決まって
いた。これに件数・処理時間共に最多の市民窓口課を研究対象に
加え導入実験が行われた。
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RPA導入の効果
　RPA による自動化に適合しやすい入力・登録や集計・計算、
確認・照合、検索・照会、出力・印刷、加工・整形などの処理は、
もともとコンピュータなり機械なりが行っており、人間はそのイ
ンターフェースとしての機能を担ってきた。コンピュータの下働
きを人間がしていたとも言えるわけだから、全てをコンピュータ
や機械に任せられるなら、それに越したことはない。人間がコン
ピュータや機械を支える本末転倒な状況が改善されることに文句
を言う自治体職員はいない。つくば市のケースで職員が RPA を
歓迎している背景にはこうした業務構造がある。
　自治体の職員は、日中は住民からの問い合わせへの対応や業務
の調整に多くの時間が取られる。住民対応が役割の窓口担当部局
はもちろんだが、例えば、書類仕事のイメージのある税務担当部
局でも、納税通知書を送付すれば住民からの課税内容に対する問
い合わせやクレームへの対応に追われる。こうした中で、入力作
業をしていると、作業の中断を余儀なくされるので、能率は上が
らないし、ミスや残業も増える。
　RPA はこのような自治体職員が置かれた状況の改善にも役立
つ。単純作業に要する時間を削減することで、自治体職員本来の
作業に時間を使えるようになるし、ワークライフバランスの改善
も期待できる。

＊
　RPA の導入には、対象業務を見極めた上で、ロボットがデー
タを読めるようにデータフォーマットや業務フローを見直す等の
準備作業が必要になる。本格導入前に実証実験をして効果を検証
することも重要だ。こうした負担を軽減するために、総務省は、
201９年度予算要求に、自治体の RPA 活用を支援する項目を盛り
込んだ（「地域における AI・RPA 等の活用、オープンデータの


